
「農研機構」は国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構のコミュニケーションネームです。
※ 農研機構（のうけんきこう）は、国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構のコミュニケーションネーム（通称）です。

ワークショップ「適応策につながる気候変動
予測情報の創出と共有」2022年 8月30日

農業分野における影響・適応策評価

と地域スケールの気候変動予測情報

農研機構農業環境研究部門
西森 基貴

協力者：石郷岡康史、若月ひとみ、長谷川利拡、飯泉仁之直、滝本貴弘、桑形恒男



2

はじめに

演者：気候変動適応策研究領域・作物影響評価・適応グループ長
（以下、謝辞を兼ねる）
＊農水省気候変動対応プロジェクト・将来気候シナリオ設定責任者

＊文科省気候変動適応研究推進プログラム(RECCA)・高知県課題代表

＊同気候変動適応技術社会実装プログラム(SI-CAT) ・統計／農業利用担当

＊環境省戦略プロ（全球適応・緩和コスト評価S14）農業代表

＊農研機構交付金課題（気候変動影響）広域影響評価課題代表者

〇環境省戦略プロ（影響予測・適応評価総合研究S-18）農林水産業テーマ代表補佐

〇JST共創（地域気象データと先端学術による戦略的社会共創拠点）農業課題代表

専門は気候学・農業気象学。

気候変動と農業の研究を長くして参りました。

1990年代後半～：地域気候シナリオ・ダウンスケーリングの研究に取
り組む（元電中研加藤氏、気象研/JMBSC鬼頭氏らに続く）。



3農業環境研究部門を核に、地域研究センターと専門研究部門が一体となり、
適応／緩和の両立を目指して、取り組んでいます

農環研・気候変動
適応策研究領域
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Global-scale cereal production

Global Food Security & 
Farm-level Adaptation

(Stable food Price)

Crop Model: CYGMA (Iizumi et al.)

0. Field (FACE) Exp.

Future Projection 

Statistics & Modelling (H/H)

Local scale 
Adaptation

(Disaster Prevention)

1. Climate & Scenarios
1km^2 for JPN/50km^2 for Global

Family Farm (in Asia)

Rice Production in Japan

農環研・気候変動適応策研究領域・作物影響評価・適応グループに
おけるマルチ時空間スケール（水田～地域～国～地球）での作物生
産変動リスク評価研究のフレームワーク



コメの収量は従来予測よりも
多くの地域で低下する

従来モデル 最新モデル

相対収量(1981-2000年平均を100として)

今世紀半ば（MIROC5: RCP8.5）

西日本：（従来）収量確保→（最
新）減収地域が出現 * 日本全国平
均＋15%→±0%に下方修正（当社比）

関東以西で白未熟粒率の増加
がより顕著に

最新モデル従来モデル

今世紀半ば（MIROC5: RCP8.5）

白未熟粒率(％)

全国平均で、今世紀半ば
従来15%→最新20%
* 今世紀末に30%→40%に増

2003年時点の普及品種を対象に適応策を取らない場合 20210719プレスリリース

気候変動影響評価（水稲）：水稲収量・品質
* NARO2017で温暖化傾向中庸な気候予測モデル／RCP8.5: CO2排出大≒昇温大
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Sugiura et al. (2018: The Horticulture Journal), 17JUN2019 NARO Press Release

Normal            Poor-Color

‘Kyoho’ 

'Grosz Krone’

Frequency of occurrence for Poor-Color Skin of Grape Berries

NARO2017シナリオ利用
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農研機構職務作成プログラム（デ―タベース）：農研機構地域気候シナリオ2017

IPCC-CMIP5の日単位出力に準拠し、農業気象要素を持つ
* 各要素の現在再現性が良い (Ishizaki, Nishimori et al. 2020)

利用プロジェクト（環境推進費S15：自然生態系、S18：農業
SICAT影響／地域適応コンソーシアム：農業、水資源、防災減災）

農研機構地域気候シナリオ(NARO2017)



農環研シナリオ2017の特性

↑年平均日最高気温の近未来変化量とそ
の年々変動の分散＠日本陸域平均

＊期間平均値はおおむね一致しており、エ
ラーバーで示した年々変動の大きさは拡大さ
れている。

↑指標（極端）：日降水量年99パーセンタ
イル＠鹿児島

基準期間における年最大日降水量（極端現
象）の再現性向上、利用拡大期待

＊地上風速についても同様。ただし、そもそも
ベースラインは？



使用の際の留意点：

◎マルチ要素版→気温以外の特定要素のみの利用（and/or）降水等
極端現象の評価には不向き

〇正規分布を仮定した分散を用いての補正
→気温以外の要素での妥当性。極値が出やすいが、
＋温暖化トレンドのある気温の補正も、実は難しい

〇湿度や風速は、ベースライン年数も短く、特に注意が必要
→例：湿度の過小評価や風速ゼロの値

◎主として全国・広域評価用→特定地域やポイント抽出には要注意。

〇ベースラインの気象統計値に山岳部が不足
＋親モデルが日本の地形を反映していない
→山岳部のデータの信頼性が判断できない。

〇日本の陸地も気候モデルでは海洋上の場合あり
＋気候モデルで年々変動の分散が過少→補正量が過大に

問題点（NARO2017-v2.7）



「観測現在気候」
（例：アメダス、同
メッシュ）による影
響シミュレーション

「気候モデル現在
気候（バイアス補
正済）」影響シミュ
レーション

「気候モデル将来
気候（気候シナリ
オ：補正済）」影響
シミュレーション

農業統計等による
現在影響の収集

①影響シミュレーション
モデルの構築と検証

③「将来」と「現在」
の差または比が
温暖化の影響

②影響結果が
ほぼ同じこと
を要確認

ポイント①多数データによる影響モデル構築と独立データによる検証が必要。
ポイント②年々変動や季節・月内の日変動の相違がどう影響するか？
論点２．対象期間やサンプル数の設定が重要！→影響結果の確率的（箱ひげ）表示

４．利用 温暖化影響の予測手法



農環研シナリオ2017を用いた結果の箱ひげ表現

←茨城県南部のﾋｰﾄﾄﾞｰｽ値出現分布
＊20（℃･日）を越えると品質低下ﾘｽｸが高まる。

＊排出シナリオ毎に全ての気候予測値を用い
た場合(計120ｹｰｽ)の推定値のバラツキを示す。

50

95

5

 関東・北陸～中国で気温上
昇により白未熟粒の発生確
率は大幅に増加する。

 高温・高CO2相互作用を考
慮した場合、その発生確率
はさらに高まる。

＊高温・高CO2相互作用の考慮の有無
よりも、気候モデルごとの予測値および
その年々変動による不確実性が大きい

農研機構 Confidential



気候シナリオの問題点（一般）

〇パーフェクトな地域気候シナリオは無い

・全球気候モデル(100-300km)出力の値補正・空間内挿
→空間ギャップが大きすぎる＋物理的な付加情報は無い

・気候モデルにおける現在再現性が？
→補正のための高精度な観測統計データが必要

・適切なバイアス補正法は気象要素・単位ごとに異なる
→同一時間で要素間の整合性が損なわれる。
→補正のターゲットは、平均？分散？極値？

〇力学的ダウンスケーリング（領域気候モデル）
→多くの人的・計算機資源が必要（おおむねアンサンブル少）
→地形に依存する現象の再現性は上がるが、

バイアスは依然として存在する（放射・雲過程→日射量）


